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社 会 情 報 シ ス テ ム 化 の 現 状

闇

こ の 資 料 は 、 日 本 自転 車 振 興 会 か ら競 輪 収 益

の 一 部 で あ る機 械 工 業 振 興 資 金 の 補 助 を 受 け 、

「 昭 和51年 度 わ が 国 の 情 報 処 理 に 関 す る 動 向

調 査 」の 一 環 と して と り ま と め た も の て あ り ま

す 。
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昭 和51年10月
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(財)日 本 情 報 処 理 開 発-協 会
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社 会 情 報 シス テ ム化 の現 状

1.開 発 中の シス テ ム

現 在 わ が 国 で"社 会 情 報 シス テ ム"と して 開発 を行 っ てい る主 な もの は、 分

野 別 にみ る と以 下 の通 りで あ る。

シ ス ア ム 名

A.行 政

① 行政 情 報 処 理 セ ン タ ー

② 不 動 産 登 記情 報 シス テ ム

③ 地 域 環 境 情 報 デ ー タバ ン ク

B.産 業

① 農 村 多 元情 報 シス テ ム

② 大気 汚 染制 御(APMS)シ ス テ ム

③ 廃棄 物 情 報 処 理 シス テ ム

C.医 療

① 救 急 医 療情 報 シス テ ム

② 医 学 シ ソー ラス 実験

③ 東 海 メデ ィカル ・イ ン フ ォメー シ ョン ・

シス テ ム(TOMIS)

④ 医 学 用CAIシ ス テ ム

D.交 通 ・物 流

① 広 域交 通 管 制 セ ン タ ー

② 自動 車 道 交通 情 報 集 中監 視 シス テ ム

③ 総 合 貿 易 情 報 シス テ ム

④ 自動 車総 合 管 制 シス テ ム
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セ ン ター

庁

団

省

院

察

齢

産

技

書

道

通

工

亀





7

シ ス テ ム 名 .運 営 者

E公 害 ・環 境

① 公 害 監 視 タ イ プ式 通 報 シス テ ム 川 崎 市

② 公 害監 視 テ レ メ ー タ シス テ ム 福 岡 県

③ 地 域 環 境 情 報 デ ー タバ ン ク 東 京 都

④ 気 象情 報 提 供 オ ン ライ ン ・サ ー ビス 日本 気 象協 会

⑤ 環 境 基 本 情 報 書(デ ー タ検 策 、管理 システム)環 境 庁

⑥ 水 質 汚 染 監 視 シス テ ム 東 京 都

F防 犯 ・防 災

① 防 災 行 政 通 信 シス テ ム 熊 本 県

G教 育

① 新 教 育 情 報 シス テ ム 光学 技 術 研究 組 合

H流 通

① 石 油 流通 情 報 シス テ ム 通 産 省 、 資源 エネ ル ギー庁

1.地 域 社 会生 活

① 海 域 利 用 デ ー タバ ン ク 建設 省国 土 地 理 院

② ペ ン シ ・ン情 報 シス テ ム 民 間 企 業

③ 兵 庫 ダ イナ ミ ソ クス シス テ ム 兵 庫 県

④TRIPS-ll(ト ラベ ル ・リザーペー ション

日本 交 通 公 社

インフォメーション・アンド・プランニング・システム)

Nそ の 他

① デ ジ タル デ ー タ交 換 網 電 々 公 社

② 産 業 技 術 情 報 シス テ ム 工 技 院

③ パ ター ン情 報 処 理 シス テ ム"

④ 情 報 商 店 街 民 間 企 業

⑤CCIS(同 軸 ケ ー ブ ノレ情 報 シス テ ム)郵 政 省 、電 々公 社-t

これ らの シス テ ム は既 に開 発 を終 了 して一 部 稼 動 中 あ るい は実 用 化 実験 等 の
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毅 階 に入 っ て い る もの もあ る。 運 営 者 はほ とん ど官 公 庁 、 準 公 共 的 機 関 が 多 く、

私 企 業 が 直 接運 営 して い る例 は 少 ない とい え る。 開発 主体 と して は、 私 企 業 で

あ る電 機 、 コ ン ピ ュー タ メ ー カ ーが ハ ー ドウ ェア、 ソ フ トウ ェア を一括 して 開

発 してい る例 が 多 く、 ソフ トの み担 当す る方法 は あ ま り と られ て い ない。

シス テ ムの利 用 者 と しては 、官 公 庁 、 企 業単 位 を対 象 に して い る例 が 多 く、

個 人 単位 での利 用 を 目的 とす る シス テ ム は きわ め て少 ない。 ま た、 コ ン ピュー

タ を 中 核 と し て い ない シス テ ム もあ るが 、 将来 は コ ン ピュー タにつ な ぐ計 画

を持 つ もの が 多 い。

2.構 想 、計 画 中の シ ステ ム

シ ス テ ム 名

A.行 政

① 国土 情 報 セ ン タ ー

② 電 子 郵 便 シス テ ム

B.産 業

① コ ン ビナ ー ト防 災 対 策 技 術 シス テム

② 植 物 工 場 シス テ ム

D.交 通 ・物 流

① 港 湾 情 報 シス テ ム

E.公 害 ・環 境

① 環 境 ア セス メ ン ト

② 排 熱地 域 利 用 シス テ ム

③ 港 湾 計 画 の環 境 ア セス メ ン ト

H.流 通

① 港 湾 情報 シス テ ム

1.地 域 社 会 生 活

① 民 宿 ダ イヤ ル
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これ らの シス テ ムは、 構 想 、 あ るい は計 画 を作 成 して い る段 階 で あ り、 官 公

庁 主 体 の シス テ ムで は 予算 的 な制 約 を受 け る の で、 多小 変更 が あ る と思 わ れ る。

ま た、 公 害 、環 境 、 産 業 、地 域 社 会 生 活 分 野 で は 、廃 棄 物 処 理 、 環境 ア セ

ス メ ン ト等 の シス テ ム につ い て相 互 に関 連 して計 画 してい る もの が 多 く、 民 間

企 業 が積 極 的 に の り出 して い る。

5.稼 動 中 の シ ステ ム

現 在稼 動 中 の シス テ ムの一 例 は下 記 の通 り で あ るが、 いず れ も民 間企 業 が開

発 して販 売 してい る もの で あ り、 か な り利 用 度 の高 い分 野 の シス テ ム と考 え ら

れ る。 ま た開 発 民 間 企 業 につ い て も、 い わ ゆ る ソフ トウ ェア専 業 者 あ る い は コ

ン ピ ュー タ メー カ ー等 をは じめ特 殊 機 器 を 開発 、 販 売 して い る。

シ ス テ ム 名 開 発 者

医 療 事務 管 理 シス テ ム セ ンチ ュ リー リサ ーチ

セ ンタ ー

環 境 ア セス メ ン トモ デ ル 日本 環境 科 学 研 究所

FATEC公 害 監 視 シス テ ム 富 士 通

ダ ム水質 解 析 予 測 プ ログ ラム 開 発 計算 セ ン タ ー

画 像 処理 シス テ ム(LARSYS)日 本IBM

避 難 誘 導 シス テ ム 松 下 電 工

総 合 防災 シス テ ム ホ ー チ キ

CAIシ ス テ ム'CDC

以 上 の ように世 間 に現 われ てい る社 会 情報 シス テ ムの状 況 を1.開 発 中 の シス

テ ム2構 想 計 画 中 の シス テ ム3.稼 動 中 の シス テ ムに分 類 して 述 べ たが 、 開

発 中 お よび構 想 、 計 画 中 の シス テ ムで は、 官 公 庁 、 準公 共 機 関が 運 営 お よび 開

発 の主 体 と なっ て い る と ころが 多 く、稼 動 中 の シス デ ムにつ い て は、 民 間 企 業

が 進 出 してい る。 これ は、 民 間企 業 が 開発 す る シス テ ムは、 そ の規 模 が 小 さ く、

単 一 目的 性 を持 たせ 、 プ ・グ ラ ム単 位 で の利 用 者 の ニー ズ に合 わ せ 、短 期 的 な
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需 要 の高 い もの を優 先 させ て開 発 してい る と見 られ るの に対 し、 官公 庁 あ るい

は準 公 共機 関 の 進 め て い る シス テ ムは、 そ の規 模 も大 き くま た コ ン ピュー タの

処理 技 術 も高 度 で、 ネ ットワーク、TTSを 利 用す る な ど先 進 的 、未 来 指 向型 で

あ り、長 期 的 な社 会 ニー ズ の見 通 しの上 に た っ て 開発 す を傾 向 に ある といえ る。

社会 情 報 シス テ ムの 目指 す 分野 も、公 害 ・環 境 分野 の防 止 シス テ ムに例 を と

る な らば 、 ア セス メ ン トの問 題 では 国土 情 報 あ るい は気 象 情報 、地 方 行 政 情 報

等 種 々の 情報 を シス テ ム化 しな け れ ば な らず 、 国 家 的 規 模 の シス テ ム化 が必 要

で あ る。 この点 で もい ろ い ろ な分 野 が複 雑 に関 り合 ってお り、開 発 経 費 も一 層

膨 大 な もの に な り、 い わ ゆ る巨大 プ ロ ジ ェ ク トと して、基 礎的 な調 査 に も多大

な人 員 と費 用 を費 し、 具 体的 に社 会 情 報 シス テ ムが完 成 す るの はま だ先 の こ と

と見 られ る。

4.分 野 別 に 見 た社 会 情報 システ ム

社 会 情 報 シス テ ムの 特性 を分 野 別 に み る と以 下 の とお り

A.行 政

B.産 業

c.医 療

D.交 通 ・物 流

E.'公 害 ・環 境

F・ 防 犯 ・防 災

G.教 育

H.流 通

1.地 域社 会生 活

N.そ の他

以 上 の よ うに分 類 され るが 、各 々の分 野 に つ い てか な りそ の シス テ ムの特 性

が 見 受 け られ る。
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A.行 政

行 政 分野 で は、 シス テ ムの 目的 が 大 量 の情 報 を処 理 お よび検 索 業 務 を 主体

と して お り、 ま た利 用先 と運 営 主 体 が 官 公庁 、 自治体 等 行 政 機 関 で 一致 して

い るの も この分 野 の シス テ ムの 特 徴 で あ る。

シス テ ムの規 模 と して は、 大 容 量 の記憶 装置 が必要 と見 られ るほ か、 官 公

庁 全体 の共 同 利 用 が 前 提 とな る こ とか ら、 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク化 計 画

が検 討 され て い る。

行 政 情 報 の シス テ ム化 は 、 もと も と行 政 事 務 処理 の繁 雑 化 、 多 量 化 を緩 和

させ る こ とを意 図 してい る もの で大 量 デ ータを ㌧ ンピュ 一 夕に よる処 理 シス

テ ム"と い った 性格 が強 い。 これ らの シス テ ムの完成 に は、 多額 の予 算 、 長

期 的 な計 画 を必 要 とす るが 、 東京 都 が計 画 してい る地 域環 境 情報 デ ー タバ ン

クの シス テ ム の如 く、 デ ー タバ ン ク構 想 の 内 よ り最 も利 用 度 の 高 い と見 られ

る地域 環 境 情報 とい う一部 門 に しぼ っ て段 階 的 に完 成 させ る とい った 方法 も

と られ てい る。

B.産 業

産 業 に関 す る情 報 シス テ ム化 の傾 向 は 、 企 業 の生 産 活動 に よっ て発 生 す る

公 害 な どの マ イナ ス要 因 を除去 す る シス テ ム あ るい は 流通 経 路 の改 善 、情 報

の迅速 な入 手 な ど とい っ た企 業 活 動 を 円滑 に 、 よ り大 きな効 果 を あげ る こ と

を 目的 と した シス テ ムが主 に計 画 され て い る。

こ の分野 で は企 業 自体 が あ るい は公 的 機 関 と業 界 団体 との共 同 で研 究 開 発

を進 め て い る ものが 多 い が、 い ず れ ℃完 成 には至 って な く、 ま た コ ン ピュー

タ利 用 の 面か らよ り も、 シス テ ム全体 へ の ア ブ ・一チ が主 体 に な っ て い る。

C.医 療

医療 分野 で は、 医 療 事 務 、 医学 情報 検 索 、病 院管 理 、 病 歴 管 理 、 医 薬 品 管

理 、救 急 医 療 、 地域 医 療 、 医 学教 育等 多 方 面 に分 割 さ れ て それ ぞ れ 研 究 ・開

発 が 最 も進ん で い る。 これ は医 療 シス テ ムの社 会 的 ニ ー ズが 高 い た め で あ り

また これ らを総合 して病 院 全 体 を システ ム化す るHIS(HospitalInformation

－6-.

～

Systom)を 志 向す る計 画 も出 さ れ て きてい る。

医療 情 報 シス テ ムは利 用 者層 か ら考 え てみ る と、 特 にME機 器 との 接 触 が

強 く、ME機 器 の 開 発 が強 く推 し進 め られ てい る傾 向 に あ り、 コ ン ビ=一 夕

処理 も これ らのME機 器 の コ ン トロール 、k・ よび計 測 デ ー タの 処理 に 利 用 さ

れ る面 が 多 い と見 られ る。 さ らに コ ン ピ ュー タの開 発 につ い て も、 医 療 専 用

機種 あ るい はME機 器 との イ ン ター フ ェース を考 慮 した もの を 目指 してお り、

開発 者 もあ らか じめ ソ フ ト ・ハ ー ドを総 合 して電 算 機 メー カ ーが 主体 とな っ

て受 注 す る ケー ス が 多 い。

D.交 通 ・物 流

交 通 ・物 流 の分 野 で は、 自動 車 の交通 制御 に関 連 す る ものが ほ とん ど で警

察 庁、 道路 公 団 等 が 運 営 主 体 とな っ てい るが 、交 通 制御 の本 来 的 な役 割 では、

現 在 では あま リ コ ン ピ ュ一 夕利 用 の 例 は 少 ない。 む しろ デ ー タ伝 送 お よび グ

ラ フ ィ ック表 示 な どの周辺 機 器 、 端 末 機 が主 体 とな っ てい る。 ま た これ らの

シス テ ムの技 術 面 か らの 研 究 もか な り進 ん で お り、 新 しい 方式 の交 通 コ ン ト

ロ ール お よび 新 しい輸 送 機 関 の 開発 も行 なわ れ てい る。 交 通 ・物 流 の情 報 シ

ス テ ムは 、公 共 的 、 国 家事 業 で大 規 模 な シス テ ム で あ り、輸 送 機 器 の新 規 開

発 な ど シス テ ムの確立 に伴 な う、 付 帯 す る設 備 ・環 境 な どの整 備 の問 題 を解

決 しなけ れ ば な らな く、 した が っ て、 開 発 経 費 もぼ う大 な もの に な る こ とが

予 想 さ れ るが 、過 密 的 な大 都 市 の交通 の現 状 か ら して、 世 間 の期 待 す る声 も

大 き く、 また産 業 界 で もこれ らの プ ロ ジ ェク トに有 望 な市 場 を見 込 ん でい る

もの と思わ れ る。

E.公 害'環 境

公 害 ・環境 分 野 の シス テ ム と して は 、公 害 ・防 止 の テ レ メ ー タ シス テ ム、

環 境 デ ー タの ア セス メ ン ト、 お よび そ の デ ー タバ ンク ・シス テ ム な ど に分 か

れ るが 、 この分 野 は、 民 間 の ソ フ トハ ウス な どが 進 出 し単 一 目的 処理 なが ら

パ ッケー ジ化 した シス テ ム と して販 売 してい る例 も あ る。

公害 監 視 シス テ ムは、 電 子 測 定 機 器 を 中心 と した電 光表 示 ある い は電 話 通
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信 等 の警 告 シス テ ムが 多 い が 、 将 来 は これ らの機器 と コ ン ピュー タを接 続 さ

せ 、 デ ー タ処 理 、 デ ー タ伝 送 の範 囲 まで拡 張 さ せ る構 想 を持 っ て い る。

さ らに、公 害 ・環 境 情 報 シス テ ムの 分野 は、 他 の分 野 、 例 え ば 交 通 、 産 業 、

防 災 等 の シス テ ム と密 接 に関連 して お り、 これ らの シス テ ム との 共 通 の デ ー

タの利 用 も考 え られ 、 予測 、 ア セス メ ン ト、手 法 等 の シス テ ム の必 要 性 も検

討 され てお り、 これ らの 分野 の情 報 シス テ ム化 には、 官公 庁 、公 共 機 関 お よ

び 民 間 機 関 と もそ れぞ れ積 極 的 に研 究 開 発 を進 め てい る感 が あ り、 現 在 では

医 療 、 交通 分野 の情 報 シス テ ム化 と と もに最 も社 会 的 に ニー ズ の 高 い もの と

思 わ れ る。

F防 犯 ・防 災

防 犯 ・防災 分 野 の情 報 シス テ ム化 につ い ては 防犯 に関 す る もの と防 災 に関

す る もの と分 け て述 べ る。

防犯 に関 す る情 報 シス テ ム化 では 民 間 ベ ース の シス テ ム化 は ほ とん どな い

とい え る。 た だ 、 警 備 会 社 の警 報 シス テ ムが そ の側 に 属 す る とい え るが 、 コ

ン ピュ ー タ処 理 、 あ る いは 情 報 処 理 の方 式 は必 要 が な く、 む しろ警 報 装置 を

主 体 と した シス テ ムで あ る。 一 方 、 警察 庁 の犯 罪 情 報 シス テ ム等 官 公 庁 ベ ー

ス の シス テ ムで は、 我 々の生 活 とは 直接 に関 連 す る もの では な く、 か な り特

殊 な情 報 シス テ ムで あ る といえ る。

つ ぎ に、 防 災 分 野 の情 報 シ ステ ム では 、災 害 に関 す る情報 の収 集 お よび処

理 を行 い、 い ち はや く警 報 、 行 政措 置 等 の対 策 を講 ず るの に役 立 て る シス テ

ムづ く りの例 が 多 く見 受 け られ 、 地 方 の 自治 体単 位 の 防災 の行 政 通 信 シス テ

ム、 あ るい は、 民 間 の警 報 機 器 、 信 号 機 を中心 と した 避難 誘 導 シス テ ム等 活

発 な研 究 開発 が 進 ん で く る と見 られ る。

しか し、 まだ コ ン ピュ ー タ利 用 の面 で は、 例 は あま り多 くは な い が 、迅 速

な判断 や 正確 な デ ー タ を必 要 とす る シス テ ムの性 格 上 これ か らは か な り情 報

処 理 シス テ ム化 が志 向 され て い く と考 え られ る。

我 が 国 の地 形 あ る い は台 風 、 地 震 等 の 災害 の頻度の高 さを考 えれば、少 な くと
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も 「人 災 が起 こ らぬ よ う 」起 こる災 害 の規 模 、影響、時期、あ るい は形 状 な ど

を予 測 し、避 難 、 救 助 あ るい は復 旧 を速 や か に行 なえ る よ うな情 報 の シス テ

ム化 は今 後 も開 発 が 進 む で あ ろ う(,

また 、災 害 の原 因 お よび 発 生 す る メ カ ニズ ム の究 明 に も基 礎的 な調 査 研 究

に必 要 なデ ー タ と して気 象 情報 、環 境 情報 、 地 形 国 土 情 報 、etc… あらゆる

情報 の 体 系化 が要 請 され る もの と考 え られ 、 総合 的 なデ ー タバ ン クの構 想 が

この分野 にお いて も提 唱 され てい る。

G.教 育

教 育 の 分野 の情 報 シス テ ム化 は 、CAIシ ス テ ムが 大 き な比重 を占 め てい

る。 教 育機 器 産 業 お よび 電 機 メ ー カ ーの進 出が 目立 っ て お り、従 来 か ら教 育

産 業 は 、他 の業 種 に比 して市場 が安 定 的 で あ り出版 業 な ど関 連 業 種 も含 め る

と、 これ か ら もか な り発展 が望 める もの と見 受け られ る。また さらに、光 学 機 器

メーカー、文具 品 メーカー の 参 入 も予想 され 教 育 機器 を 中心 とす る研 究 開発 が

伸 び る と見 られ る。

しか し教 育 の情 報 シス テ ム化 の範 囲 は広 く、 従 来 の教 育制 度 大 系 に沿 って

の シス テ ム化 で あ るた め 機器 中心 の シス テ ムに な らざ る を得 ない の が実 情 で

あ る。 ま た特 に生 涯教 育 に関す る情 報 シス テ ム、 中高 年 者層 向 け の教 育 情報

シス テ ム、 社 会教 育 に関 す る情 報 シス テ ム化 の検 討 も考 え られ るが 、 まだ ア

イデ アの段 階 で あ って構 想 す ら具 体 化 さ れ てい ない。 新 しい教 育 の あ り方 も

斯 界 で検 討 され つ つ あ る時 、 「教 育 」とい う直接 人 間 を対 象 とす る情報 シス

テ ム化 に は、 よ り細 心 の考 慮 が は らわ れ ね ば な らな い とい え る。

H.流 通

流通 分 野 の情報 シス テ ム化 につ い ては 、 オ イル シ ョ ック以 来 流 通 経 路 の シ

ス テ ム化 、 簡 素化 等 が叫 ばれ 、 日本 古来 の 流通 体 系 に対 す る見 直 しが改 め て

必要 にな って来 てお り、近来 急激 にニーズが高 ま っ て きて い る とい え る。

と くに、 石 油 を 中心 と した エ ネル ギ ー資源 の有 効 か つ 円滑 な利 用 を 目的 と

す る流 通 シス テ ムお よび 生鮮 食料 品等 生 活 必 需 品 の流 通 情 報 シス テ ム化 が 所
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管 の官 公 庁 で検 討 され て きて い る が、 ま だ計 画 段 階 で具 体 的 な シス テ ム化 に

は至 っ てい ない。

制 度 的 あ るい は 流通 体 系 、手 続 な どの諸 問題 の解 決 も含 め、 か な り情報 シ

ス テ ム化 には 環 境 の整 備 が 必 要 で あ る と思 わ れ る。 む しろ民 間 企 業単 位 で物

流 の シス テ ム とか らめ て、 企 業活 動 の能率 向上 を意 図 して計 画 ・開発 を行 っ

てい るが 、 これ らは経 営 情 報 の シス テ ム化 の一 環 と して設 計 され てい る もの

が 多 い。 特 殊 な存 在 と して、 貿易 情 報 シス テ ム、港 湾 情 報 シ ス テ ム な どの よ

うに、 超 大型 の 流通 分 野 を含 めた総 合 情 報 シス テ ムの長 期 的 な計 画 が な され

てい るが 、基 礎 調査 の 段 階 を経 た ば か りで あ り、 シス テ ム完 成 の 目標 も5～

6年 先 に置 い てい るの が 現 状 で あ る。

1、 地 域 社 会 生 活

地 域 社 会 生活 の 分野 では 、 情報 シス テ ム化 の対 象が広 い の が特 徴 で、 レ ジ

ャー 、 福 祉 等 の 分 野 の 外 、地 域 社 会 に影 響 す る環境 、 医 療 、交 通 、流 通 の

問 題 、 さ ら に そ れ ら シス テ ムの媒 体 とな る映 像 、通 信 、 あ るい は 施設 の シ

ス テ ム 化 を 含 め る と、 超 広 範 囲 な分 野 となる。

現 状 で は 、 旅 行 予 約 シ ス テ ムが わず か に あ るだけ で この 種 の情報 シス テ

ムは 非 常 に 少 な い と い え る。 これ は利 用 者 の対 象が 、主 に個 人 を想定 して

い るだ け に 、 利 用 者 層 を は っ き りと把握 しきれ ない点 に難 が あ り、 そ の外

地 域 住 民 と の 協 調 あ る い は経 費 の 問題 、意 識 の低 さ な ど数 々 の問 題点 を含

ん でい るか ら と考 え られ よ うo

今 後 は 、 関 係 官 庁 お よび地 方 自治 体 等 公 共 機 関 の行政 施 策 が 進展 し、民

間開 発 機 間 に イ ン パ ク ト を与 え る こ とが 一つ の方 法 とも な る で あ ろ う。

前 述 の よ う に 大 規 模 で 、 また広 範 囲 で、 しか も関連 す る分野 が 多 数 に わ た

る地 域 社 会 生 活 情 報 シ ス テ ム化 では、 最終 的 には巨 大 な ネ ッ トワ ー ク ・シ

ス テ ム の 完 成 が 要 請 さ れ 、期 間 も数十年 の長 期 にわ た る プ ロ ジ ェク トと し

て考 え られ る が 、 と りあえ ず 、市 町村 、 あ るい は よ り小 さ い 団 地等 の小 規

模 の シ ス テ ム化 を 図 り、 実験 的 な試 み か らス ター トして行 く方法 も必 要 で
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あろ う。この 点 に つ い て は 、多 摩 ニ ュー タ ウ ン地 区 の"映 像 情 報 シス テ ム化

実 験"(通 産 、 郵 政 の両 省 の共 管)は 最 初 の試 み と して各 方 面 か らそ の成

果 が注 目され てい る ところ で あ る。

5.社 会 情 報 シス テ ム の 分 類

社 会情 報 シス テ ムを分 類 す る場 合 、種 々の分 類 方 法 が考 え られ るが 、 こ こで

はそ れ を行 政 、産 業 、 医療 、交 通 ・物 流、教 育 、 公 害 ・環 境 、 防犯 ・防災 、 流

通 、 地 域 社会 生 活 の9の 分 野 に分 け る方 法 を採 っ た。

.そ して、 この分 野 に入 らない もの を"そ の他"と した。

また 分野 別 の他 の分 類 方 法 と して シス テ ム開 発 あ る い は運 営 主 体 者別 に分 け

る方 法 、 お よ び 利 用 者 別 の 分 け 方 、 お よび そ の シス テ ムの 中核 とな る コ ン ピ

ュー タの主 な処 理 機 能 別 に よ って分 類す る方 法 な ど を考 慮 した。

さ らに、 前述 した社 会 情 報 シス テ ムの 開発 動 向 につ い てそ の 内容 を参考 と し

て後 に添 付す るが、 これ らの シス テ ムは厳 密 に規 定 す れ ば 、社 会 情 報 シス テ ム

の範 囲 外 の もの もあ るか も.しれ ない し、 これ らの 中 で いわ ゆ る"情 報処 理 シス

テ ム"の 形 態 を とっ て い る ものが か な りあ るが 、 と りあえ ず 、社 会 情 報 シス テ

ムの 意 味 を、 「我 々国民 が 文 化的 な、 社 会生 活 を営 む 上 で よ り役 立 つ、 あるい

は、 よ り社 会 生 活 を 向 上 さ せ る の に要 請 さ れ うる シ ス テ ム」 と持 た せ るな ら、

あな が ち これ らの分 類 お よ び一覧 も無駄 な もの は な い と思 わ れ よ う。
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参 考 社 会 情 報 シ ス テ ム 一 覧 表

○ 開 発 中 の シ ス テ ム

A-1行 政

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 ㌔ 勘 度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

行政情報処理 セ ンター構想 行 政 管 理 行政情報 を全省庁 がス ムーズに利 用できる よ う 開 発 中 48～57 開 設

オ ンライン ・ネッ トワーク化す る計画 で共同利用 (51年 度 より) 51年 度予算化 53年 度

センターを設立する こととしている。 これに より
5200万 円

各省庁へのコンピュータへの重複投資 をさけ、一 総 費 オ ン ラ イ ン ネ ソ トワ

官単独 で処理で きない行政分野 を もカバ ーできる 6～7億 一ク化は57年 度 か

とみており、主 な業務 は、法令の共同検 索、国会 (人件費別) ら

議事録、人事情報等の検索を主体として行 う予定

で56年 度 まではオ フラインとファックスを使 っ 、

て処理 し、57年 度 か ら本格稼動を計画 してい る。 A-1

不動産登記情報 シス テム 法 務 省 年間2,300万 件 にも達す る不 動 産登記 の事務 開 発 中 47～53 不動産登記法の改正

手続の処理を コンピュー タを導入 し行 うとい うも が必要

の。不動産の登記に必要な書類は全て漢字、日本 漢字入力方式の実験 漢字入力方式研究

文で書かれているため漢字の入力方式について東 終了 日 電

← 芝など4社 に研究委託 し実験を行い、終了した。 東 芝

今後種 々の方式 を ミックス した ものをシステ ム化 富士通

して行 く方針で、不動産登記、謄本の発行が自動 日本 システム技術

化されてゆ くもの としている。 これ は、法 令の改 53年 度

正、司法書士会との協力等制度面の是正も必要と 実用テス ト予定
1

な る。 A-1

地域 環 境 情 報 デ ータバ ンク 東 京 都 都のデータバンク構想の一環 と して、需要の高 計 画 中 48・7～

い地域環境情報 をテ ーマに選んでパ イロッ トシス

テムを?く る こととし、モデル地区 についての夜 51年5月 より実用

間人 口、建物の容積率、空地率、地価、緑被率、 化の予定

道路幅、福祉施設、火災の延焼速力などの項 目を A-1

経年変化 も加えてデ ータをそろえ、 コンピュータ





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 竃 進蝶 開 発 者 費 用 期 間 備 考

に入力する予定。 この結果 をみなが ら将来 はデー

タ項 目もふや して行 き、一般都民の利用に供する

考えである。

B 1産 業

農村多元情報システム 農村情報 システム開 CATVを 中心 として農業お よび、地域社会の 一部工事着工 50～53 50.10

(農 村MPIS) 発協会 生産、生活情報 の提供 サー ビスを行 うべ く、農林
農村映像情報システ

省、郵政省、通産省が共管で同協会が計画 してい 概 要 設 計 ム開発調査研究委員

るもの。コンピュー タを導入 し映像情報 システムの

農村MPISへ の適用 を目標 に50年 度 は実施設

中富良野町

(北 海道)

下市町(奈 良)

会発足

計を終了した。岐阜県国府町がモデル地域 として
馬頭町(栃 木) B-1

51年 度か ら着工の予定
1-1

MPIS
農村地域の情報問題の解決のためのシステムで 調 査 段 階 日本農村情報システ ,

754～ B-1

(MultiPurposeInform一 あり、CATVを 多目的に使用し生活情報に役立 ム協会 1-1

ationsystem て、また システ ム農業 を指向 した農業装置化 をも

農村多元情報システム 含んだ総合的な システ ムである。 生活映像情報システ

MPISセ ン ターを中心 に、各農家、学校、病院 ム開発協会

な どには りめ ぐらされた同軸 ケーブルが動脈 とな

り各情報を送 り、また農業施設自動制御装置によ

り、灌概施設や畜産団地などの遠隔操作も可能で

あ る。

大気汚染予測制御システム 通 産 省 排 ガス量、排 ガス濃度、気象条件、環境濃度な 実 施 段 階 機械振興協会 13億5千 万 円
,

71～ B-1

APMS(エ ア ・ポ リ ュ ー シ ョ どを常時測定 し、これ らのデ ータをコンピュータ (鹿 島臨海工業
ン ・モ ニ タ リン グ ・システム) に入れて科学的 に処理 し、1～3時 間後の環境濃 地帯)

E-1

度を即時に予測するもの。その結果、高濃度汚染
、

が予想される場合には、排出源に対 し、汚染寄与

率に応 じた適切な制御を行い、常に望ましい環境

水準を保持す るシステムである。 この よ うに、A

PMSは 、 天気予報の ように環境濃度の予測が行



)



シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 舗 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

われ、処置が"事 前に合理的に"行 われ るところ

に大 きな特色 がある。

廃棄物 情報処理 システムユーレ 豊 橋 市 市内の埋立て地に市内で発生する廃棄物を埋立 実 験 中 ブ ラ ン ド FACOMU-200

ツクス計画 て農地に変える実験で廃棄物のデータ処理を行っ

て、廃棄物処理の方法を示す もの。市の埋立て処

理課か らデータの提供を受けて廃棄物(ゴ ミ)の B-1

種類 、特性に よって ミニコンで処 理方法 を出力す A-1

る。 ゴ ミの種 類は将来、1000種 に ものぼる と 、

み られ、資源の再利用に も役立て ようとのね らい。

C 1医 療

救急医療情報 システム 未 定 県内の市町村 を六 ブロックに分類、各 プロッ,ク 設 計 完 了 医療情報 システム開 S.51秋 よ り部 分

(神 奈川県) ごとに 「救急 情報 センター 」を設 けて、 ブロック 発 セ ン タ ー 的に実働

内の診療所や病院、警察 ・消防本部などに置いた
・

端末機か電話で医療情報をセンターに集中、急患 日本寛 々公社協力 C-1

の検診、治療 に備える一方、将来は横浜ブ ロック

に 設 け る 「 コ ン ピ ュ ー タ ー セ ン タ ー 」に 情 報 セ

ンターを直結 した医療情報 ネ ッ トワー クづ くりを

めざす もの。

医学 シソー ラス実験情報 検索 医療情報システム開 コ ン ピ ュ ー タ と デ ィス プ レ イ 装 置 を 使 用 し 、 医 モデル実験段階 : 実 験 東 芝 の コ ン ピ ュ ー タ

発 セ ン タ ー 学文献、薬品情報など医療に必要な情報を即時に 50.11～ を使用予定

引 き出せ る よう用語 の索引を整備 し、 データ検索

実験 を行 うもので、医療やME(医 用電子)の 分 C-1

野 で あいまいだ った用語 の統一 をはか り、効率的

に情報収集、分析がされる。

TOMIS 東海大学付属病院 この システ ムは現在、自動検診 シス テム(AM 50年2月 x FACOM－

(東 海 メ デ ィ カ ル イ ン フ ォ メ ー HTS 、 人 間 ドック)と 病歴管理 システムが稼動 病院完成 230-48

シ 。 ン シ ス テ ム) してお り、外来患者 の登録 、心電図解析、血液の 時より稼動中 C-1



メ



シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 舗 進蝶 開 発 者 費 用 期 間 備 考

検査および化学分析等の自動化をはじめ、従来の

人間 ドックで2～3日 かか る検査を3時 間で行い、

また、患者の カルテの 自動検索、 自動搬送な どを

コンピュータ処理 している。将来 は、会計 システ

ム、診療報酬請求計算など総合的な医療情報シス

ラム化をめざ し、病名の コー ド化、医学用語の統

一 などの検討を行っている
。

ホ ス ピ タ ル ・オ ー ト メ ー シ ョ ン 東 海 大 学 初診者の申込書 をもとにコン ピュータ用の診察 ,
～75

カー ドが作 られ登録 され る。 このカー ドは患者一

人一生涯一番号制 カルテ法(IDカ ー ド・システ B-1

ム)と い わ れ 、 カ ル テ は マ イ ク ロ フ イ ル ム に よ っ

て保存され る。

診療科薬局、会計等すべ てのセク シ ・ンに カルテ

が回され、処理 される。 この他各種のME機 器 が

導入され、最新の研究施設や医療施設 を持 ってい

る 。

医学用CAIシ ス テム 医療情報 システム開 遠隔制 御に よる医学用CAIシ ス テ ムで東京か 実 験 成 功 東 芝 膓

発 セ ン タ ー ら300㎞ 離れた浜松との間で医学教育情報を送 医 療 情 開
C-1

信 し、制 御す る実験に成功 したもの。・

遠隔地 になればなるほ ど問題 とな っていたノイズ

を取 り除 くため、端末 インター フェイス用 として

新たに信号の識別能力のす ぐれたLSIを 開発採

用 している点が大 きな特色で、今回の実験成功 で、

医学教育の広域化の実用化の メドがついたといえ

る 。

D-1交 通 ・ 物 流

交通安全施設整備事業第二次五

ケ年計画

警 察 庁 全国30数 都市に設置する広域交通管制センタ

ーをは じめ諸交通施設の整備計画 で
、第2次

管制 センター 51年 度

D-1





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 轄 進搬 開 発 者 費 用 期 間 備 考

広域交通管制セ ンター 計画 では、6都 市(山 形、 新 潟、 長 野、松 山、 6都 市分

福 島、 葛 南(船 橋 、 市 川))に 管 制 セ ン ター 30億 円

が設置 され る予定で、さらにこれらの都市を中 (予 定)

心 として県 内全体の交通の コン トロールが可能 と

なるよ うな大規模 システ ムにまで発展 させ ること

と して い る。

自動車道交通情報集中監視 シス 道 路 公 団 近畿 自動車道での交通情報気象情報などを各イ 完 成 富 士 通 3億2千 万 円 50.8～ FACOMU-200

テ ム ンターチェンジおよび料金所に設置 した子局か ら
50.10 D-1

常 時収集 し、中央管理所 でグ ラフィック表示板に
関越 自動車道につい

ては50.8運 用 開始

表示 して集中監視するとともに道路上の電光掲示 78,東 名 、 名 神 、 中

板に表示し車両の安全円滑な走行をはかるもの。 央については 日電が

受注NEAC
3200-70×2

自動 車総合管制 システム すべての自動車 が目的地 までス ムーズに最適 ル 開 発 中 工業技術院 実用化には約 48～5ケ 年 52年 度 中にパ イロ

一 トを 通 っ て 行 け る シ ス テ ム で
、 ド ラ イ バ ー が 目 1000億 計画 ッ ト実験 と実用化 シ

的地を各自動車に積み込まれる通信機にセットす ステム設計

る と、 中 央 の コ ン ピ ュ ー タ セ ン タ ー か ら道 路 の 車

両密度等のデータか ら目的地 までの最適なルー ト D-1

を自動車の機器の表示装置に表示 したり、主要交

差点での表示板に走行経路を誘導表示 して指示す

る。 また救急車、パ トカーなどの公共車を優先 さ

せて通行 できるシステム も備えている。

総合貿易情報 システム 通 産 省 貿易手続 きの簡易化、書類のEDP作 成処理を 計 画 中 情報処理開発協会 51年 度 50年 度

i 目的 として輸出入の取引におけ る関連 アプ リケー 約1億 基礎調査

シ。ンシステ ムと、専用 端末機の製作、他 システ 51年 度 56年 度 より運営 開

ム と の イ ン タ ー フ ェ ー ス を と る サ ボ ー テ イ ン グ ・
基本設計 始の予定

一

システムの開発 を行 う計画 で、航空貨物 の輸入取

引 に 関 し て 、 ア ブ リ ケ ー シ 。 ン シ ス テ ム の 開 発 を

急 ぐ方針である。 D-1

大蔵、運輸の両省でもそれぞれの分野で輸入航空

貨物の税 関システム、貨物輸送 システムの開発を





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 轄 進搬 開 発 者 費 用 期 間 備 考

計画 してお り、三省が調整を とりなが ら進 めてい

る。

E-1 公 害 ・ 環 境

タ イ プ式 通 報 シス テ ム 川 崎 市 市の公害監視 センター と大手33社 の工場、事 50年6月 富 士 通
・

業場の端末を電々の専用回線で結び市内の7測 定 本 格 稼 動 川 崎 市

局で測定 したデ ータを伝送 し、企業 側に 自主的に 工 事 工 一事

規制 させ るようにす るものでSO2、Ox、 浮遊紛
4,433万 50.3～

じん、NO、NO2風 向、 風 速 等のデータを送 り、 E-1

あわ せ て セ ン タ ー か らの メ ッ セ ー ジを 紙 テ ー プ リ

一ダにセ
ッ トして送信す るシステム

公 害 監 視 テ レ メ ー タ ー シ ス テ ム 福 岡 市 大気汚染状況 をテ レメーターにより測定 し、デ 49.7完 成 NEAC

一 夕をオ ンライン
、オ フライン両系統 で処 理で き 2.200/150

るシステムrc中 央 監視局 にオ ンラインにてデー

ターお よび10観 測 局に 自動的に指示 を即座 に送
E-1

る こ とが出来 る。地図表示盤、カラーデ ィスプレ
A

イにも濃度計算値、環境基準値 との比較を表示、

SOx、Ox、NOx 、CO風 向 風 速 等 の デ ー タ を

月報、年報等の集計表作成もできる。
ト

オンラインシステムに よる気象 (財)日本気象協会 世界的規模での異常気象の発生や、環境破壊の 51年 度中に機器設 東芝の ミニコンを使

情報提供 サー ビス (気 象情報 進行に伴い、社会的ニーズが高度化 し多様化する 置の予定 用する予定

、 セ ン タ ー) 気象情報 をユーザ ーの利用 目的に合 うよう提供す 所要経費につい 52年 度 か ら一部サ

るもので、気象庁のサー ビスでは カバーできない ては一部ユー ザ 一 ビス開始

面での特定 の需要を充たす ことを目的 としている。 一負担を考えて

ユーザ ー先 としては
、航空会社、国鉄 、道路公団 い るo E-1

等 が見込 まれ、気象 データの提供 をテ レタイプ、 1-1

フ ァ ックスな どを利用 して行 うこととしている。





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 舗 難 度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

環境基本情報書データ検策、管 環境デー タを集大成 し、環境 アセス メン トある 計 画 中 51年 度 か ら
理 システム いは地域の環境管理を行 う際の基礎データとなる 作成に入る予

もので都道府県単位での大気汚染、水質汚濁状況 定

はじめ各種の自然生態系の実情をあらゆる角度か
53年 度 中に

これ をま とめ E-1

ら克明 に リス トアップし、国立公害研究所、環境 電算機処理す A-1

情 報 部 の コ ン ピ ュ ー タ に イ ン プ ッ ト し シ ス テ ム化 る方針

するね らいである。

水質汚濁監視 システム 東 京 都 公共用水域の水質の常時監視体制の強化を図る 実 用 化 ,

71～

ため昭和46年 度か ら水質測定の自動化による監

視測定体制の整備が進められてきている。水質汚
E-1

濁 の特徴は時間的変化 が著 し く、 この よ うな河川

水質の変動を常時的確に掌握するために水質の連 A

続測定を行い、 テ レメータに より中央局 にデ ータ

を伝送 し常時監視するとともに、公共用水域にお

ける異常渇水時の水質の悪化に対処するための措

置を とることとしている。
.

F1防 犯 ・ 防 災

防災行政通信 システ ム 熊 本 県 集中豪 雨などの非常災害時にスピーディーな情報収
,

開 発 終 了 富 士 通 6億5千 万 円 48.10～

集とこれにもとつく通報、指令を的確に打出すた
50.8

め、無線を主体 とした電話交換網で県庁、総合庁
F-1

舎 、市町村な どの行政機関、ダムな どの関係機 関

に無線局131局 を設けネ ッ トワーク化 した。平

時の行政連絡に も用い られる。

G-1 教 育

新 教 育 情報 シ ス テ ム 8㎜ 映画 フイル ムと磁気テ ープを使 うシステ ム

でLLES(生 涯教育 システ ム)と 呼 ばれ、視聴

者 と機械 の対話に よる双方向情報 シス テムとな っ

完 成 光学工業技術研究組

合





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容
舗 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

' ており、CAIと 同様の機能 を果す とい う。機器 さらに 旭光学

の価格 はCAIと 比 較するとは るかに安 く、社会 自動的にア ドレスが
エ ノレモ

教 育、職員研修、厚生施設 、情報 サービス、娯楽 書 き込めるよ う、撮
キャノン

小西 六

など広 い分野への応用 が可能 になる。 影録音装置も開発す コ ノくノレ 9社

る予定
チノン

東京光学 G-1
ミ ノ ル タ

リ コ ー

H-1 流 通

石油流通情報 システム 通産 省、資源 エネル 通産省、資工庁の石油備蓄5ケ 年計画 と並行 し 石油流通 システム開 昭和50年 よ
ギー庁 て、国内の石油関連会社や大口需要家が持 ってい 発調査委員会設置 り3ヶ 年計画

る石油について油種、油量等 のデータを把握 し不 50年 度民間

測の事態に対処す るよ うな システムを開発す るも
の シス テム実

態 調査
のo

基本 システム

設計

51年 度 シス 52年 度末実用化

テムの詳細設

計 H-1

ソ フ ト、 ハ ー

ドの 検 討
A-1

1-1地 域 社 会 生 活

海域利用デー タバンク 建 設 省 全国の海岸線沿いに幅2㎞ にわた り、水深、土 開発 終 了

国土 地 理 院 地利用状況、水質、気象な ど29項 目のデー タを さらに4年 計画で水

1㎞ メ ッ シ ュ で コ ン ピ ェ 一 夕 に お さ め た 沿 岸 海 域 深50〃 沽 での海域

の デ ー タ バ ン ク 。 のデータをそ ろえる

海の乱 開発、環境悪化 を防止す るため、 また レク べ く開発中

リェーシ 。ン、基地等の建設 にあた って候補 地選

択の判断等環境 アセス メン トに も利用 できる海岸
1-1

行政 を科学的、合理的に進 めるのがね らい。 当面
A-1

は中央官庁、自治体が利用するが将来は大学、研

究所など民間に解放する予定





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容
舗 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

ペ ン シ ョ ン情 報 シ ス テ ム ペ ン シ ョ ン ・ シ ス テ 各地で営業 中のペ ンシ ・ンの空室状況 を的確に 開 発 中 ペ ン シ ョ ン ・ シ ス テ
米 国

ム ・デ ペ ロ ッ プ メ ン
つかみ、在庫管理 し、予約セ ンターを設 け、直接 昭和52年6月 か ら ム ・デ ペ ロ ッ プ メ ン ホ リデ イ ・イ ン 社

ト(PSD)
顧客の予約も受ける。また設備計画、財務分析等 稼動予定 ト(PSD) ホ リデ ック ス ・シ ス

経営面 での必要 なデータの集計 も行 う。
IBMと 導入契約 テ ム

1-1

兵 庫 ダ イ ナ ミ ッ ク ス シス テ ム 兵 庫 県 兵庫県の都市計画における、長期総合計画が主 47年 より計画 県 庁 48～50

体で都市問題を県の総合行政に組み入れ、人口、 48年6月 開 発に

産業、環境汚染、資源の4セ クターについて予測 着手 1-1

シ ミ ュ レ ー シ 。 ン を 行 い 政 策 の ツ ー ル と して 用 い

県民参加 のシンポ ジ

る。 ウ ム

社会の形成に影響を及ぼしてきた要因を原点から 52回

問い直 し解明す るのがね らいで、 自治体 の無限の 県庁職員
20人 の プ ロ ジ ェ ク

成長に疑問を投げかけている。 トチ ー ム

TRIPS-n(ト ラベ ル ・ リ ザ 日本 交 通 公 社 異種間 コン ピュータの結合 として近畿 日本鉄道 運 営 中 今年度からTRIP
－ ベ イ シ

ョ ン ・イ ン フ ォ メ ー シ ョン と ド ッ キ ン グ を 完 了 し、 ネ ッ ト ワ ー ク に よ っ て 、 S－ 皿の検討 に着手

ア ン ド ・プ ランニ ング'シ ステム) 近鉄の指定券の予約も即座に行える。全国的な旅

行予約 サービスが可能 にな った。す でに、全 日空
1-1

東 亜国内、 日航、また全国約2,000軒 の旅館の

テレックス とも結合 させ てい る。

N-1 そ の 他

デ ジ タル ・デ ー タ交 換網 電 々 公 社 デジタル ・データ送信専用の回線 を建設 する計 実 験 中 寛 々 公 社

画で、従来 の通信回線が アナログ・データ送信 用の

電話回線 を使用 し、 デ ジタル ・データを伝送する 53年 度 に一部実用 N-1

時 は、い ったんアナログ変換 して回線 にのせ、再 化の見通 し

びデジタルに もどす とい う手続 をとってい るが、

デジタル交換網が出来ればその手続 も要 らず、

2400S/S以 上 の高速 データ通信が可能 になり、

電話線か ら独立するので交換局の設備等も筒略化

出来、通信の質 も向上す ると見ている。





甲

シ ス テ ム 名 運 営 老 内 容
鰭 進捗度 開 発 者 費 用

⊇

期 間 備 考

パ ターン情報処理 シス テム 工 業技 術院 コンピュータの高度利用の一環 として、46年 51年 度 中にモ デル 電算機 メーカー 46～53

から進 めている研究で、文字 、図形、物体、音声 試作

などの2次 元的情報 の処理 をコンピュータで行 う
N-1

ことを目標 に してい る。 コン ピュータの高速演算
.

機能に加え て、 より人間の口、 目、耳 な どの器管

に近づけ ようとす るわけで、 カナ文字 を含む漢字

の認識装置、音声、手書 きの図形処理 なども一部

パイロッ トモデルを試作す ることとしている
。

産業技術情報 シス テム 工業技術院 産業界の研究開発の効率化を進めるため、同一 計 画 中 51年 度 調 査
の研究対象に多重投資することを避けて、企業間 予 算 化 500万 51年 度 中

での技術交流を進 める こととし、技術、関連情報 (調査費) N-1

の体系化、 シス テム化 を計 り、その調整機 関を設
53年 度 に財

ける計画、51年 度 は、省 エネルギー技術、公害
団法人設立の

予定
防止の技術 に関 し、ノ ウハ ウを含む特許等 につい

て技術をあっせんするうえで必要事項の調査を進

め る。

情 報 商 店 街 東邦生命保険
東邦生命 ビルにおいて構成 されている もので、 TSS以 外完成 東邦生命保険
この ビ ル が 地 域 市 民 に と っ て の コ ミ ュ ニ ケ ー シ 。

ンセンター、情報セ ンタLと しての役割を もつ よ
N-1

うに、医療情報をとりそろえた情報商店街 より成 1-1

っ て い る。

当初の計画では、東邦生命計算 センターに設置 し

たUNIVAC1110と 各 テ ナ ン トを 結 び 、 ビル

内TSSも 行 う予定 であ ったが、現在 はまだ利用

されていない。

CCIS(コ ー ク シ ァ ル ・ケ ー 郵政省、電々公 社 自主放送、 自動反復、 キー式有料テ レビ、チケ 生活映像情報システ
ブル ・イ ンフ ォメーション

シス テ ム)

同 軸 ケ ー ブ ル 情 報 シ ス テ ム

ット式有料サ ー ビス、放送応答 サー ビス、 リクエ

ス ト静止画サー ビス等 を同軸 ケーブルを使 うこと

ム開発協会

(日 電他 メーカ

1-1

N-1

に よ り、実施 し、地域全体の生 活の情報化に役立 7社)

たせ ようとい うもの。

実施地域は東京の多摩 ニュー タウン。
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○ 構 想 ・計 画 中 の シ ス テ ム

A-2行 政

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 轄 進蝶 開 発 者 費 用 期 間 備 考

国 土 情 報 セ ン タ ー 国 土 庁 国土利用 に関する統計 デー タバンク構想で種 々 構 想 数十億円 49～53 関係省庁 との協力体

の国土情報を整備 し、総合的な行政を進めるうえで 51年 度 は諸 デー タ 制が必要

の 参 考 と な る よ う、 コ ン ピ ュ ー タ に て 、 処 理 で き の整備 L

るよ うシス テム化す ることとしてい る。 航空写真 国土情報管理 システ

(40万 枚)、 土地利用図等の画像情報 お よび、 53年 度 にデー タの
ム委員会設置

地域 メッシュご との環境、形態、人 口な ど数値デ 体系化を終了する予

一夕を全国規模で集め
、将来各省庁の統計なども 定

財団法人化

A-2

リンク し、加工提供 サー ビスを行 う計画 をもって

い る。

電 子 郵 便 シ ス テ ム 郵 政 省 電報、電話の もつス ピー ドと郵便の もつ通信内 調査 研 究 中 調査依頼先 51年1月 までに報

容の豊富 さとい うメリッ トを生 か したス ピーデ ィ 「松下電送機器 告
な郵便 システムで利用者か ら受 けた メッセージ、 松下電工

磁気 テープな どをファクシ ミリ装置、磁気 テープ 富 士 通 後半に システ ム基本

装置 で入力 し、 コンピュータセ ンタを中継 して あ フ ァ コ ム ・ハ イ タ ック 構想を検討

て先 郵 便 局 へ 送 り 、 フ ァ ク シ ミ リ、 プ リ ン タ で 出 日電東芝

力したものを郵便物の形状にして、受取先に配達 三 菱 A-2

するとい うシステムでア メリカの例 を参考 に して 沖 」

その基本設計のた めの調査 を電算機 メーカーな ど

に委託 して進 めてい る。

B 2産 業

コン ビナー ト防災対策技術 シス 工業技術院 社会的ニーズが極 めて高 く、個 々の技術開発 よ
'
76よ り開 始 官民研究機関 1テ ー マ 3年 ～5年

テ ム りもシス テムと しての開発が中心 となるもので、 30億 円～

排熱 エネルギー利用 システ ム 今までに大型 プロジェク トとして取 り上げに くか 40億 円

住宅 自動設計 ・量産 化 システム った ものを、特定 プ ロジェク トとしてあらたに3

システムの研究開発が計画 された。(特 定 プ ロジ

エク ト制度の創設)プ ロジ ェク トとしての研究開

'





・一

シ ス テ ム 名 運 ・ 営 者
、 舗 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考
`

発 は フ ィ ジ ビ リテ ィ ・ス タデ ィに 基 づ い た シ ス テ

ムの詳細 設計が完了 した ところで終え、その後は

完全に民間にまか してシステム化の実現 を行 うこ

と に な っ て い る。

植 物 工 場 シス テ ム 日本電子工業振興協 農業生産性の維持向上を目的とし、農業にエレ 概念設計段階 電 子 協
.

会 ク トロニクスを導入 し、システム化 を図ろ うとい 植物工場専門委員会

う観点か ら、現在野菜を中心に装置化が進め られ

ている施設園芸の栽培効率化へ工業手法を応用す B-2

るた めに植物工場 システムの概要設計 を行 った。

D-2交 通 ・ 物 流

港 湾 情 報 シ ス テ ム 運輸経済研究センタ 港に出入りする船舶の動静に伴 う各種の情報を 基本設計終了

・

システム建設費 実態調査を三井情報

'

一 伝達する「港湾内船舶動静情報 システム」と海上 約21億 開発、寛 々公社 に委

輸送による輸出入貨物の手続き処理を行 う「国際 公共性の高い システ (試算) 託

海上貨物 輸送情報 システムの二 つで構成 され、 シ ムのため、開発運営 49～50

ス テ ム を 運 営 す る 「 ポ ー トィ ン フ ォ メー シ ョ ン セ は港湾管理者(地 方

ン タ ー 」 を設 置 し、 契 約 ユ ー ザ に 対 して 、 ミニ コ 自治体)が 望ましい H-2

ンでオ ンライン情報 サー ビスを、一般利用者 に対 D-2

し、 プ ッ シ ュ ホ ン サ ー ビス を 行 い 、 税 関 等 に 送 ら

れる書類 の自動作成 システムな どを計画 している。

E2公 害 ・ 環 境

環 境 ア セ ス メ ン ト 環境庁、行政機関 環境 アセス メン トは、工場 立地、地域開発の着 民間 シンクタンクグ
「,

エ前 に大 気、水質な どの項 目について、現況の汚 ル ー プ 、 電 算 セ ン タ

染度と開発、立地した場合の汚染を予測するもの 一 グ ル ー プ E-2

で、 主に電算機を使 って、大気汚染、水質 汚濁 な A-2

どの 拡 散 を シ ミ ュ レ ー シ 。 ンす る もの で あ る 。 こ

の環境アセス メン トの需要の増大を見込ん で、 シ

ン ク タ ン ク グ ル ー ブ電 算 セ ン タ ー グ ル ー プ な ど で





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 轄 進搬 開 発 者 費 用 期 間 備 考

は、組織 の強化、技術開発 が活発にな ってきてい

る。 この背景 としては、通産省、環境庁等の環境

アセス メン トの義務付け、 あるいは法制化が急が

れ ていることな どが ある。

排 熱 地 域 利 用 シ ス テ ム 工業技術院 日本鋼管福 山製鉄所 をモデル とし、排熱 エネル 調 査 段 階 日本熱エネル ギー技
,,
75～76 今年度は試設計

ギーとして、放散 させ る損失熱 を どの よ うに捕集 術協会

す るか、地域利用方式 として どの ような種類の エ

ネルギーに変換利用す るか、地域 エネルギーパラ 特定地域総合熱利用 E-2

ンス を どう考 えるか、料金制度 を どの ように設定 計画策定委員会 1-2

す るか、環境問題 が どの よ うに改善されるかを調

査す ることに よって、 システムの設計 に今後反映

させ る。現在モデルの製鉄所 では主要 エネルギー

の うち、30%を す てているがシステムが具体化

された点 では、 この うち10%を 地域 に供給す る

予定である。

倦 湾計画 の環 境ア セス メン ト 運 輸 省 港湾における環境保全の問題は従来、埋め立て、 提 案 段 階 運 輸 省 ,

(港 湾技術研究所) しゆんせつなどの工事による水質汚濁の拡散や防 (港 湾技術研究所)

波堤の建設などによる海岸の決壊 といった直接的

なものに限定されてきたが、最近の港湾機能の多 E-2

様 化 は港湾をめ ぐる多 くの問題 を もた らしている。

これ らの問題 とは動物 、植物 とい った生態系の問

題で あり、景観 コミュニテ ィー といった社会的問

題である。 これ らの異質の環境事象を総合的に考

慮 ・評価 するための手法 の検討 を行 った ものが こ

の ア セ ス メ ン トで あ る。

1 2地 域 社 会 生 活

民 宿 ダ イ ヤ ル 日本民宿組合中央会 民宿情報 をネ ッ トワーク化 し商 用TSS「MA 計 画 中 ダ リーダイヤルを補

RK－ 皿 」を利用 し一般 か ら予約を受け るシステ 助 システムとして採

ム、大手旅行代理店 の コンピュータとつ な ぐ計画 用

もある全国民宿約20,000の うち1/3に あたる

約6,000軒 を対象 とし 民宿の資格基準を設け厚 1-1

生省の認可を受ける予定で、季節的な変動 も最小

にとどめ、経営 にも役立 てる。





○ 稼 動 中 の シス テ ム

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 轄 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

医 療 事 務 管 理 シ ス テ ム CRC この システムは、外来、入院 それぞれの患者に サ ー ビス 開 始 CRC

(セ ン チ ュ リー ・ リサ 対する診療請求書、領収書、薬品使用量などをコ セ ン チ ュ リー ・ メデ ィ

一 チ ・セ ン タ ー) ン ピ ュ ー タ に よ っ て 即 時 に 処 理 す る もの で 、 バ ー カル ・セ ン トラル技

ドウ ェ ア構 成 は 、24-32KBの ミニ コ ン を 主 術

体にデ ィスク装置、磁気テープ装置、デ ィス プレ

イ 、 タ イ プ ラ イ タ で な る。 従 来 の シ ス テ ム と は 異 C-3

な り即時性の必要 な窓 口処理は ミニ コンをベース

とし、月次処理 などは大型 コン ピュータで行 うと

、 いう方式が特色で経済性にす ぐれている。

環 境 ア セス メン トモ デ ル
唱

環 境 ア セ ス メ ン トの 手 法 を コ ン ピ ュ ー タ で 一 括 完 成 日本環境科学研究所

して行 う新 しい方法で、従来 は環境測定 デー タ等

をコン ピュータで処理 し、総合的 な判断は、専門
,

家がそれぞれ経験的に行っていたのに対 し、判断 E-3

基準 を5段 階評価 に置 きかえて地域 メッシュ(250

mx)ご とに コンピュータで 自動的に判定 させ る

もの。 これは アセス メン トに客観性を持たせるの

に役立つ としている。

FATEC公 害 監視 システム 官公庁、地方 自治体 大気汚染、水質汚濁、騒音 ・振動 など個 々の公

!

富 士 通

(FATEC:富 士 通 オ ー トマチ 害 を計測、監視す るサブシステ ムをまとめ、 ミニ

ッ ク ・テ レ メ ー タ ・ア ン ド ・テ レ コンピュータや中型規模の コン ピュータで公害情
.

コ ン トロ ー ル) 報を分析処理する。すでに、大気汚染監視のサブ E-3

システムは、地方自治体や鉄鋼など大型事業所に

納入 しているが、 これ らに他 のサブシステムを追

加すれば総合化がで きる。

ダム水質解析予測 プログ ラム 貯水池の形状、流量、気象、取水 口の中心標高 開発計算 センター

形状、定数、初期条件 などのデータを入力する と

`

'





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容
鰭 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

貯水池の各層 の水 温分布"濁 度分布、各取水 口、

放水口からの流出水温、流出濁度、流入流速など

のデータが出力され、 ダムの水温濁度現象の解析

予測計算 ができる。 E-3

1-3

画 像 処 理 シ ス テ ム 資源衛星あるいは航空機か らフィルムに収めた 日本IBM

(LARSYS) 地域データをそれぞれの目的に応 じて解析するも

の。 例えば、 ある地域 の水資源の状態 を見 たい と

きには、その地域全体 の航空写真 を撮 り、 コンビ E-3

ユ 一 夕で処理可能 なデータに変換 し、水 を表わす 1-3

"

要素 「スペク トル 」を描 き出す。

LARSYSは ① 河、湖、小麦 、その他一注 目した

い要素の描出 ・強調 ②注 目したい地域の四季変

化の推定 ③ ある地域への他要素の合成などの処

理が可能で ある。(水 ・石油資源開発、農産物生

産指導、大規模地域開発、環境 アセス メン トなど

に有効な資料が得られる。

避 難 誘 導 シ ス テ ム 火災発生時に最 も安全な誘導経路が指示できる 開 発 中 松 下 電 工 1シ ス テ ム

よう制御盤、誘導指示器 、非常 口指示器、火災報 1,300万 円

知器、自火報受信器で構成され最高125の 区域

に適用できるもの。火災の区域に応 じた誘導経路

がプ ログ ラミングされてお り、直ちに最適な避難 F-3

経路 が誘導指示器で示 され、地図パネルでモニタ

一も出来 る
。CRTデ ィスプレイに連動させれば機器

の動作状態 がすべてモニターできるようになっている。

総 合 防 災 シ ス テ ム ホ ー チ キ NEAC3200-30を 利 用 し、あらかじめ予想さ 実 働 ホ ー チ キ ～ 自社 ビル内のみの シ

れる非常事態に備え た処理 プログラムを用意 し、各 ,

76.7 ス テ ム

端末 の検出機からの信号 を受信することにょって、

被制御機器へ送 り非常時の誤操作防止を図り敏速、

的確に処理 して災害を最小限におさえる。またCRT
F-3

を採 用 し マ ン ・マ シ ン ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョンをはか り、

その うえ自動音声警報装置に より避難誘導機能も '

備えている。(自 社 ビル内の システム)





シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 難 度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

CAIシ ス テ ム こ の シ ス テ ム は 「プ レ イ トー 」 と 呼 ば れ 、 コ ン ビ CDC 10年 間 G-3

ユ一 夕と接続 したス ク リー ンを持 つ端末機器 を設

置 し、各種の教育を システム的 に行 うことを目的

とした ものo

端 末 機 器 を リー ス 契 約 、 コ ン トロー ル ・デ ー タ の

つ くった プログラム による教 育を好 きな時に"受

講"す る方式や、 プログ ラムは ビジネス学校 など

と共同開発 して端末機器を リー スす る方式 など、

さまざまな形態の契約方式 を用意 してい る。
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